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＜分科会4＞令和6年能登半島地震が提起した複合災害の問題
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「災間」としての能登半島地震の課題
―縮小社会における大災害の幕開け―

本報告では「災間」という考え方を視座に、令和6年能登半島地震
における災害対応の課題として、とりわけ「誰一人取り残さない」と
は真逆の状況となっている災害ボランティア・避難所・生活再建支援
制度を巡る課題についてそれぞれ報告し、縮小社会における日本の災
害対応のあり方について考察します。

本日お話したい内容
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Intro.



１．「災間」としての能登半島災害
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令和６年能登半島地震の概要

発生年月日 令和6年1月1日（月）16時10分
震央地 石川県能登地方（北緯37.5度、東経137.3度）
震源の深さ 約16km（暫定値）
規模 マグニチュード7.6（暫定値）
人的被害 死者：341名、重傷者：357名
住家被害 全壊：6,273棟、半壊：20,892棟、一部損壊：99,488棟
避難所 避難所数：106名、避難者数：869名

Topic

※ 内閣府「令和６年能登半島地震に係る被害状況等について」（令和6年8月21日14時00分現在）より抜粋
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「災間」としての能登半島災害Topic
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平成19年能登半島地震
発生年月日 2007年3月25日9時41分
人的被害 死者1名、重傷者88名

2022年6月能登半島地震
発生年月日 2022年6月19日15時8分
人的被害 軽傷者6名

2023年5月能登半島地震
発生年月日 2023年5月5日14時42分
人的被害 死者1名、重傷者2名、軽傷者46名

令和6年能登半島地震（2024年1月1日）

災害は
忘れなくても
やってくる

奥能登豪雨災害（2024年9月21-22日）



■ 輪島市門前町での被害（2007年能登半島地震との被災の連続性）
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（禅の里交流館での
2007年地震の復興のパネル）

（2007年地震で被害が
免れた被災建物）

（2007年地震で被災し
再建した被災建物）



■ 穴水町での被害（2007年能登半島地震との被災の連続性）
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（2007年地震で被災し
2024年地震で被害が免れた建物）

（2007年地震で被害が免れて
2024年地震で被災した家屋）



七尾市田鶴浜地区での支援活動の展開Topic
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■ 避難所運営のボランティア活動
・指定外避難所だったこともあって
ボランティアが受け入れられた

■ 地域の子どもたちとの遊びボランティア
・休講中の児童や生徒の息抜きの機会

■ 生活環境調査・被災高齢者等把握事業
・生活の困り事などを訪問しながら聞き取り
・行政の住宅再建の意向調査とは異なる

■ 仮設住宅居住者へのボランティア活動
・仮設住宅居住者同士や大学生とが交流
できるサロンやイベントを企画



「誰一人取り残さない防災」の理想と現実Topic

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 15

■ SDGsの理念と相まって防災分野では「誰一人取り残さない」という
キャッチフレーズが声高に叫ばれている

■ しかし、能登半島地震被災地では理念とは真逆の状況が起こっている



「災間」の時代とは？
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Topic

■ 災いと災いの間というよりも災いの中を生きるということ
■ 災いの解決には「人類」の単位での連帯を必要としている
■ 災いへの対処には時間の制約がある
■ 社会資源が縮小する中で対応しなければならない
■ 災間という不都合な事実を「見なかったことにする」という否認が

事態を悪化させる

※ 赤坂憲雄（2023）『災間に生かされて』亜紀書房
※ 宮本匠（2021）「地の底から見いだす災間の社会を生きる術（すべ／アート）」Tokyo Art Research Lab

能登半島地震は単なる一地方の災害として捉えるのではなく
縮小社会における日本の災害対応の課題を先取りしたもの



２．災害ボランティアをめぐる課題
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能登半島地震における災害ボランティアの特異性

■ 「石川県民ボランティアセンター」を通じての申し込み
・ナホトカ号重油流出事故（1997年）からの流れ
・現場レベルのボランティアニーズを適時で把握できない
→33,000人のボランティア登録者数に対して活動者は1％

■ 官製ボランティアの強化
・SNSの投稿によるボランティアの被災地入りに阻む

■ 行政がトップダウンでボランティアを管理する体制が強化
・行政がボランティアの活動内容を規定
→ボランティアに対する信頼がない
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Topic



■ 能登半島地震のボランティアを巡る象徴的な投稿
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ボランティア全てが
不要不急なのか？

在住者が被災者を
代弁できるのか？



３．避難所をめぐる課題
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被災市町を離れ、石川県内他市町や他都道府県で環境の整った宿泊施
設等で避難生活を送ること。

能登半島地震における避難生活の多様化
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Topic

災害発生後に避難所等で地元の人々と身を寄せ合って生活すること

１次避難

２次避難所に入るまでに一時的に被災者を受け入れる施設で生活する
こと。被災地から離れた場所で設置されていることが多い。被災市町で
深刻化している避難所の過密状態を解消し、体調悪化による災害関連死
を防ぐことが狙いとされている。

1.5次避難

２次避難



能登半島地震における避難所の特徴

■ 能登半島地震では指定避難所に大勢の人が避難して過ごせる
スペースが足りなかった

■ 道路が寸断されて指定避難所まで辿り着けなかった
→地域住民などが指定避難所以外の場所で自主避難所を開設

■ 自主避難所の設置数：175箇所
→全避難所327箇所のうち半数以上は自主避難所

■ 自主避難所は行政が想定されていない場所に設けられることもあ
るため、支援の手が届きにくい

■ 自主避難所は住民自治によって運営がなされることから、運営者
の負担が大きい

■ 指定避難所は行政職員による管理的な運営がなされることが多い
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Topic



能登半島地震における「避難所ガチャ」Topic
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■ 避難所を巡る「避難所ガチャ」
・指定避難所ではボランティアや外部団体の支援を断絶し、結果的に
閉鎖的な避難所に

・一部の自主避難所ではボランティアや外部団体の支援を受け入れ、
創造性が高い避難所運営が実現

■ ２次避難を巡る「避難所ガチャ」
・どの施設に割り振られるか不確かで、支援の濃淡に避難生活が左右



■ 台湾・花蓮地震での避難所の様子
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※ CODE災害援助市民センター「台湾花蓮地震情報No.4」より抜粋



■ 台湾における避難所設置に関する要綱
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台湾・花蓮地震（2024年）での避難所運営

■ 地方自治体が民間の支援団体や企業などと災害支援協定を締結
・仏教系NGO「慈済基金会」がボランティア200にを動員し、
簡易ベッド480床、タオル550枚、温かい食事250食を提供
→災害時に避難所運営や物資提供などを民間の支援団体や企業など
から要請できる体制を構築

■ 避難所運営の役割分担の主体として民間の支援団体が参画
・避難所運営訓練に地域住民や行政だけでなく支援団体も参加
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Topic

花蓮地震の事例からも避難所運営に
外部団体が参画した方がいいことは明らか

※ 科研費の共同研究者である李旉昕氏（日本学術振興会特別研究員）からの情報提供



４．生活再建支援制度をめぐる課題
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被災

被災建築物
応急危険度判定

罹災証明のための
被害認定調査

罹災証明書発行

住宅再建

余震による建物の倒壊や落下物などから人的被害を防止するために
地震直後に応急的に建物の安全性を判定し、建物への立ち入りの可
否を住民に情報提供するための調査。

被災した住宅の損傷の程度を、資産価値的な視点から認定するもの
で、認定結果に基づいて被災者に「罹災証明書」が交付。

罹災証明書を発行するために、被災した建物の損傷の度合いを資産
価値的な視点から調査。調査は市町村職員が実施。

被災から住宅再建までの手続き
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Topic



■ 建設型応急住宅（仮設住宅）の入居チラシ
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罹災証明で半壊以上と
認定されなければ
退去してもらうと
通告された方も…

罹災証明のための被害認定
調査の再審査を請求したと
ころ、前回よりも調査結果
が下がると脅された方も…



■ 被災者の生活再建支援制度の一覧
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■ 被災者の公的支援の量的比較

※ 「一人ひとりが大事にされる災害復興法をつくる会」（http://hitorihitori.jp/statement）
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生活環境調査の概要Topic
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■ 調査の目的
地域住民の生活環境の実態と意向を把握し、

その結果を多機関と共有して、被災者支援に
つなげる

■ 主な調査項目
・建物履歴の確認
・被災後の避難環境の変化
・⾃宅の⽣活環境

•住宅等の再建・修理意向
■ 2024年3月12日時点の回答数
・53世帯が回答



応急危険度判定と罹災証明書の判定結果Topic
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住宅再建の見通しTopic
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•ここに住み続けたい。（修理）
•すぐ壊して建てられないため、いつ頃修理できるかわからな
い。修理しないと仕事ができないため。（修理）

•応急危険度判定の結果理由が⼤屋根の⽡の落下であるため
罹災証明が⼀部損壊であり、補助⾦がないため。（修理）

•鉄⾻造部分は⼤丈夫なので、⽊造部分を解体して、次は平屋

を建てる。（大規模修繕）
•公費解体を申請予定。現在の住⼈が再び住めるようになるか

不明なため。（全解体）
•⽴て直しがしんどいため。（全解体）

•取り壊して別の所でお世話になる。（全解体）
•全部壊した後、住宅の建築を考えているが、⾒積もり次第。
•お⼦さんが東京から戻ってくるのに合わせて、家の前⽅部分

を建て直しする。（一部立て直し）
•お⾦の問題。補助⾦が出るかまだわからなく、罹災証明が半
壊だと補助⾦がないため。（見通しが立たない）



政策としての「被災者」とその限界

（大半の被災者生活再建支援政策としての「被災者」の基準は...）
■ 災害救助法に指定されている自治体の居住者
■ 災害によって住家被害を受けた人々
・住家被害が大きければ大きいほど、受けられる支援も大きくなる

■ 政策とは「線を引くこと」
・公平かつ公正な基準で「被災者」と「被災者でない人」との線引き
をすることが政策

・「線を引くこと」で抜け落ちる「被災者」が必ずいることを自覚す
る必要がある（＝政策の限界）
→「線引き」によって抜け落ちる人々への支援や、政策の不備に声
を上げることこそが市民の役割
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災害ケースマネジメントの意義

＜被災者生活再建支援制度の限界＞
■ 現行の災害法制上は、たまたま住んでいた家のダメージだけで判定

した罹災証明書の区分のみにもとづき、画一的な被災者支援を行う
ことになる。

■ そのため、被災者ごとに異なる重層的で多様な被災ダメージを考慮
した適切な支援を行うことは難しい。

災害ケースマネジメント

被災者一人ひとりに寄り添い、個別の被災の影響を把握することから
支援計画を立て、施策をパッケージングし支援を実施していく仕組み

※ 「一人ひとりが大事にされる災害復興法をつくる会」（http://hitorihitori.jp/statement）
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「災間」を乗り越えるために

■ 縮小社会によって無駄が削ぎ落とされている状況
・災害に対応できる資源や人材が枯渇し、意思決定や政治判断も
鈍くなり、ボランティアも少なくなる
→目の前の被災者や被災地を「見なかったことにする」という
構図となり、結果的に救われない被災者を生み出す

■ 被災者支援制度が被災者を困らせるものに
→制度の「目的」と「手段」が逆転

被災者支援のための余力となる仕組みと
被災者が前向きになれる支援が必要
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ご清聴ありがとうございました

ryoga@policy.ryukoku.ac.jp
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